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平成 1 5 年 3 月期  個 別 財 務 諸 表 の 概 要       平成 15 年５月 20 日 
 

上 場 会 社 名   日本ユニコム株式会社           登録銘柄 

コ ー ド 番 号   ８７４４                本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http//www.unicom.co.jp） 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 内 海   健   
問い合わせ責任者 役職名 経  理  部  長 氏名 西 山 義 信  ＴＥＬ(03)5623-5111 

決算取締役会開催日   平成 15 年 5 月 20 日           中間配当制度の有無    有 
定時株主総会開催日   平成 15 年 6 月 27 日           単元株制度採用の有無   有（1単元 100 株） 
 

1. 15 年 3 月期の業績（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 

 (1) 経営成績                          （百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

百万円     ％ 

15,698 （   20.5 ）  

13,027 （   12.3 ）  

百万円     ％ 

4,966 （   75.7 ）  

2,826 （△ 1.6 ）  

百万円     ％ 

5,130 （  70.6 ）  

3,007 （   0.0 ）  

 

 

当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整

後 1株当たり

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

営業収益 

経常利益率 

 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

百万円   ％ 

1,748（ 109.2） 

835（△ 40.0） 

円 銭   

120 68   

64 69   

円 銭  

－ －   

－ －   

％ 

11.5    

5.9    

％ 

11.9    

7.8    

％ 

32.7    

23.1    
（注）①期中平均株式数 15年3月期12,831,091株 14年3月期12,920,067株 

      ②会計処理の方法の変更  有 
      ③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年期比増減率 

 

 (2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

  円  銭 

  30  00  

  15  00  

  円  銭 

   0  00  

   0  00  

  円  銭 

  30  00  

  15  00  

百万円 

382   

193   

％  

21.9    

23.2    

％  

2.4    

1.4    

（注）15 年３月期期末配当金の内訳は、普通配当 15.00 円、記念配当 10.00 円、特別配当 5.00 円であります。 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

百万円  

44,912    

41,594    

百万円  

15,848    

14,528    

％    

35.3     

34.9     

円   銭  

1,228   28  

1,124   50  
（注）①期末発行済株式数 15年3月期12,740,130株 14年3月期12,920,310株 

   ②期末自己株式数   15 年 3 月期 180,210 株 14 年 3 月期 30 株 

 

2. 16 年 3 月期の業績予想（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  

 
営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

期   末 

百万円  

6,320    

14,000    

百万円  

1,070    

3,500    

百万円  

539    

1,840    

円  銭  

－   

－   

円  銭  

－   

15  00  

円  銭  

－    

15 00   

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）144 円 42 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係 

る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異な 

る結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等 
につきましては、添付資料の５ページを参照してください。 
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１．財 務 諸 表      
 

(1) 貸借対照表       
（単位：千円） 

第45期 
（平成14年３月31日） 

第46期 
（平成15年３月31日） 

前 期 比 増 減 期  別 
 
 科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減率 
（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産                 

1. 現 金 及 び 預 金 ※１、 
※２ 

12,700,858  16,518,655   3,817,797  

2. 委 託 者 未 収 金  3,215,506  4,166,024   950,518  

3. 有 価 証 券 ※１ 731,872  599,779  △ 132,092  

4. 商 品  21,838  19,282  △ 2,556  

5. 前 払 費 用  38,326  49,195   10,869  

6. 保 管 有 価 証 券 ※１、
※２ 

1,991,997  1,484,611  △ 507,386  

7. 差 入 保 証 金  2,878,088  3,775,631   897,542  

8. 商品取引責任準備預託金  ※３ 281,529  304,747   23,218  

9. 委託者先物取引差金 ※４ 2,245,540  2,734,373   488,832  

10. 繰 延 税 金 資 産  123,882  285,155   161,273  

11. 未 収 入 金  753,504  －  △ 753,504  

12. 為 替 予 約  466,996  365,112  △ 101,884  

13. 金 銭 の 信 託 ※２ 1,400,000  2,000,000   600,000  

14. そ の 他  54,070  244,765   190,695  

15. 貸 倒 引 当 金  △ 67,500  △ 231,000  △ 163,500  

流 動 資 産 合 計  26,836,512 64.5 32,316,334 72.0  5,479,822 20.4 

Ⅱ 固 定 資 産                  

1. 有 形 固 定 資 産 ※９        

(1) 建 物  1,375,136  2,014,171   639,035  

(2) 構 築 物  9,626  25,879   16,253  

(3) 車 両  50,737  44,437  △ 6,299  

(4) 器 具 及 び 備 品  730,601  727,146  △ 3,454  

 － (5) 

(6) 

土 地 

建 設 仮 勘 定 
※１ 

 

2,124,123 

493,760 

 2,124,123 

－ 

 

△ 493,760 

 

有 形 固 定 資 産 合 計             4,783,984 11.5 4,935,758 11.0  151,774 3.2 

2. 無 形 固 定 資 産         

(1) 借 地 権  20,792  20,792   －  

(2) ソ フ ト ウ ェ ア  173,797  193,751   19,954  

(3) そ の 他  50,486  50,611   125  

無 形 固 定 資 産 合 計             245,075 0.6 265,155 0.6  20,079 8.2 

3. 投資その他の資産         

(1) 投 資 有 価 証 券 ※１ 2,750,033  3,031,704   281,671  

(2) 関 係 会 社 株 式  3,528,853  1,082,653  △ 2,446,200  

(3) 出 資 金  990,057  943,682  △ 46,375  

(4) 長期差入保証金  1,169,907  1,091,209  △ 78,697  

(5) 長 期 貸 付 金  7,190  6,530  △ 660  

(6) 株主、役員又は従業員に
対 す る 長 期 貸 付 金  

 4,059  3,657  △ 402 
 

(7) 破産債権、更生債権その
他これらに準ずる債権 

 715,430  673,279  △ 42,150  

(8) 長 期 前 払 費 用  26,908  21,133  △ 5,775  

(9) 繰 延 税 金 資 産  861,210  878,538   17,328  

(10) そ の 他  239,940  238,900  △ 1,040  

(11) 貸 倒 引 当 金  △ 565,050  △ 576,200  △ 11,150  

投資その他の資産合計             9,728,541 23.4 7,395,088 16.4 △ 2,333,452 △24.0 

固 定 資 産 合 計  14,757,601 35.5 12,596,002 28.0 △ 2,161,598 △14.6 

資 産 合 計             41,594,113 100.0 44,912,336 100.0  3,318,223 8.0 
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（単位：千円） 

第45期 
（平成14年３月31日） 

第46期 
（平成15年３月31日） 

前 期 比 増 減 
期  別 

 
 科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減率 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債                

1. 委 託 者 未 払 金  917,415  731,475  △ 185,939  

2. 短 期 借 入 金 ※1 655,264  1,440,253   784,989  

3. 未 払 金  1,072,079  737,538  △ 334,541  

4. 未 払 法 人 税 等  387,000  1,360,000   973,000  

5. 預 り 金  39,756  88,045   48,289  

6. 前 受 収 益  101  101   －  

7. 賞 与 引 当 金  216,000  229,000   13,000  

8. 預 り 委 託 証 拠 金  20,543,489  21,382,722   839,232  

9. 預り委託証拠金代用有価証券  1,991,997  1,484,611  △ 507,386  

10. そ の 他  9,467   11,133   1,666  

流 動 負 債 合 計  25,832,572 62.1 27,464,881 61.2  1,632,309 6.3 

Ⅱ 固 定 負 債                  

1. 社 債  －  300,000   300,000  

2. 預 り 保 証 金  2,648  1,312  △ 1,335  

3. 退 職 給 付 引 当 金  357,762  394,390   36,628  

4. 役 員 退 職 引 当 金  590,648  611,605   20,957  

固 定 負 債 合 計  951,059 2.3 1,307,309 2.9  356,249 37.5 

Ⅲ 特別法上の準備金                  

1. 商 品 取 引 責 任 準 備 金  281,529  291,747   10,218  

特別法上の準備金合計  281,529 0.7 291,747 0.6  10,218 3.6 

負 債 合 計  27,065,161 65.1 29,063,938 64.7 1,998,777 7.4 

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資 本 金          ※５ 2,753,500 6.6 －  △ 2,753,500  

Ⅱ 資 本 準 備 金           1,954,522 4.7 －  △ 1,954,522  

Ⅲ 利 益 準 備 金           473,000 1.2 －  △ 473,000  

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金                  

1. 任 意 積 立 金         

 別 途 積 立 金  8,207,000  －  △ 8,207,000  

2. 当 期 未 処 分 利 益  1,037,856  －  △ 1,037,856  

その他の剰余金合計  9,244,856 22.2 －  △ 9,244,856  

Ⅴ その他有価証券評価差額金   103,093 0.2 －  △ 103,093  

Ⅵ 自 己 株 式  △     19 0.0  －   19  

資 本 合 計  14,528,952 34.9 －  △ 14,528,952  

         

Ⅰ 資 本 金           －  2,753,500 6.1  2,753,500  

Ⅱ 資 本 剰 余 金         

 1. 資 本 準 備 金  －  1,954,522   1,954,522  

   資本剰余金合計  －  1,954,522 4.4  1,954,522  

Ⅲ 利 益 剰 余 金         

 1. 利 益 準 備 金  －  473,000   473,000  

 2. 任 意 積 立 金         

    別 途 積 立 金  －  8,707,000   8,707,000  

 3 当 期 未 処 分 利 益  －  1,992,503   1,992,503  

   利 益 剰 余 金 合 計  －  11,172,503 24.9  11,172,503  

Ⅳ その他有価証券評価差額金   －   126,418 0.3  126,418  

Ⅴ 自 己 株 式 ※６ －  △ 158,545 △0.4 △ 158,545  

資 本 合 計  －  15,848,398 35.3  15,848,398  

負債 ･ 資本 合 計  41,594,113 100.0 44,912,336 100.0  3,318,223 8.0 
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(2) 損益計算書                                         （単位：千円） 
第45期 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

前 期 比 増 減 
期  別 

 

 科  目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 増減率 

   ％  ％  ％ 

Ⅰ 営 業 収 益                 

1. 受 取 手 数 料 ※１ 11,912,664  13,357,242   1,444,577  

2. 売 買 損 益 ※２ 862,054  2,029,703   1,167,649  

3. その他の営業収益  252,995   311,367   58,372  

営 業 収 益  13,027,714 100.0 15,698,314 100.0  2,670,599 20.5 

Ⅱ 営 業 費 用                  

1. 取 引 所 等 関 係 費 ※３ 348,197  399,623   51,425  

2. 人 件 費 ※４ 6,070,142  6,246,424   176,282  

3. 通 信 費  374,778  379,033   4,255  

4. 減 価 償 却 費  408,155  431,527   23,371  

5. 貸倒引当金繰入額  56,117  215,811   159,693  

6. 商品取引事故損失  130,575  227,688   97,112  

7. そ の 他  2,812,882   2,832,025   19,143  

営 業 費 用 計   10,200,850 78.3 10,732,134 68.4  531,284 5.2 

営 業 利 益  2,826,864 21.7 4,966,179 31.6  2,139,314 75.7 

Ⅲ 営 業 外 収 益                  

1. 受 取 利 息  11,863  11,542  △ 320  

2. 有 価 証 券 利 息  38,388  37,027  △ 1,360  

3. 受 取 配 当 金  43,809  45,228   1,418  

4. 有 価 証 券 売 却 益  3,070  －  △ 3,070  

5. 匿 名 組 合 収 益  54,901  119,024   64,122  

6. 受 取 地 代 家 賃  27,097  20,581  △ 6,515  

7. そ の 他  79,353   124,778   45,424  

営 業 外 収 益 計  258,485 2.0 358,183 2.3  99,697 38.6 

Ⅳ 営 業 外 費 用                  

1. 支 払 利 息  28,044  22,976  △ 5,068  

2. 有 価 証 券 売 却 損  －  72,126   72,126  

3. 投 資 事 業 組 合 費  19,609  55,357   35,748  

4. 投 資 信 託 償 還 損  14,289  －  △ 14,289  

5. 為 替 差 損  12,570  25,019   12,449  

6. そ の 他  3,096   18,659   15,563  

営 業 外 費 用 計  77,611 0.6 194,139 1.2  116,528 150.1 

経 常 利 益  3,007,738 23.1 5,130,222 32.7  2,122,483 70.6 

Ⅴ 特 別 利 益         

1. 投資有価証券売却益  87,500  99,000   11,500  

2. 金融先物取引責任準備金戻入額  12  －  △ 12  

特 別 利 益 計   87,512 0.6 99,000 0.6  11,487 13.1 

Ⅵ 特 別 損 失                  

1. 固 定 資 産 売 却 損 ※５ 1,343,273  1,087  △ 1,342,185  

2. 固 定 資 産 除 却 損 ※６ 25,870  196,140   170,269  

3. 投資有価証券評価損  129,081  95,442  △ 33,639  

4. 関係会社株式評価損  46,068  －  △ 46,068  

5. 関係会社株式売却損  －  1,536,820   1,536,820  

6. 商品取引責任準備金繰入額   47,034  10,218  △ 36,816  

7. そ の 他 ※７ 28,035  54,262   26,227  

特 別 損 失 計   1,619,363 12.4 1,893,970 12.1  274,606 17.0 

税引前当期純利益  1,475,887 11.3 3,335,251 21.2  1,859,364 126.0 

法人税、住民税及び事業税   862,536 6.6 1,777,002 11.3  914,466 106.0 

法 人 税 等 調 整 額  △ 222,505 △1.7 △ 190,201 △1.2  32,303  

当 期 純 利 益   835,856 6.4 1,748,451 11.1  912,594 109.2 

前 期 繰 越 利 益  202,000  244,051   42,051  
当 期 未 処 分 利 益  1,037,856  1,992,503   954,646  
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(3) 利益処分案       

（単位：千円） 

第45期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

前 期 比 増 減 
期  別 

 

 科  目 
金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益          1,037,856 1,992,503  954,646 

Ⅱ 利 益 処 分 額              

1. 配 当 金 193,804 382,205  188,400 

2. 役 員 賞 与 金 100,000 200,000  100,000 

 （うち監査役賞与金） (3,000) (5,000)  (2,000) 

3. 任 意 積 立 金     

 別 途 積 立 金 500,000 1,100,000  600,000 

計 793,804 1,682,205  888,400 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益          244,051 310,298  66,246 
     

 
（注）１株当たり配当金の内訳 

平成 14 年 3 月期 平成 15 年 3 月期  

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

 
普通株式 

円 銭  
15 00   

円 銭  
0 00   

円 銭  
15 00   

円 銭  
30 00   

円 銭  
0 00   

円 銭  
30 00   

 （内訳）       

普通配当 15 00   0 00   15 00   15 00   0 00   15 00   

記念配当 － －   － －   － －   10 00   0 00   10 00   
特別配当 － －   － －   － －   5 00   0 00   5 00   

 
継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

該当事項ありません。 
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重要な会計方針 

項目 
第45期 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

（1）有価証券 

   満期保有目的債券 

    償却原価法（定額法） 

   子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

    時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。） 

    時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

なお、保管有価証券は商品取引

所法第７条の規定により商品

取引所が定めた充用価格によ

っており、主な有価証券の価格

は次のとおりであります。 

（1）有価証券 

   満期保有目的債券 

同左 

   子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

    時価のないもの 

同左 

 

 
 
利付国債証券 
（7％以上） 

額面金額の85％

社債（上場銘柄） 額面金額の65％

株券 
（一部上場銘柄） 

時価の70％相当額

倉荷証券 時価の70％相当額
  

   

 （2）デリバティブ 

   時価法 

（3）たな卸資産 

   商品 

    個別法による低価法 

（2）デリバティブ 

同左 

（3）たな卸資産 

   商品 

同左 

２. 固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 

   定率法 

   ただし、平成10年4月1日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く。）

については、定額法を採用しており

ます。 

   なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物      10～47年 

器具及び備品   5～20年 

 

（1）有形固定資産 

同左 
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項目 
第45期 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 （2）無形固定資産 

   定額法 

   ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

（2）無形固定資産 

同左 

 （3）長期前払費用 

   定額法 

（3）長期前払費用 

同左 

３. 繰延資産の処理方法 ────── 社債発行費 

  支出時に全額費用として処理してお 

ります。 

４. 引当金及び特別法上の準

備金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

（1）貸倒引当金 

同左 

 （2）賞与引当金 

   将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

同左 

 

 （3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法に

より、翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

   なお、期首時点の計算において適

用した割引率は3.0％でありました

が、期末時点において割引率の再検

討を行い、2.5％といたしました 

（3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法に

より、翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

 

 （4）役員退職引当金 

   役員退職慰労金の支給に備えて、

内規に基づく期末退職金要支給額を

計上しております。 

   なお、当事業年度に当該内規の改

訂がなされた結果、従来の方法によ

った場合と比較して、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益はそれ

ぞれ55,548千円減少しております。 

（4）役員退職引当金 

   役員退職慰労金の支給に備えて、

内規に基づく期末退職金要支給額を

計上しております。 

   なお、当事業年度に当該内規の改

訂がなされた結果、従来の方法によ

った場合と比較して、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益はそれ

ぞれ17,945千円増加しております。 
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項目 
第45期 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 （5）商品取引責任準備金 

   商品先物取引事故による損失に備

えるため、商品取引所法第136条の22

の規定に基づき、日本商品先物取引

協会に預託しているものでありま

す。 

（5）商品取引責任準備金 

同左 

５. 営業収益の計上基準 （1）受取手数料 

  ① 商品先物取引 

   委託者が取引を転売又は買戻し

及び受渡しにより決済したときに

計上しております。 

（1）受取手数料 

① 商品先物取引 

同左 

   ② 商品オプション取引 

   委託者の売付け又は買付けに係

る取引が成立したときに計上して

おります。 

② 商品オプション取引 

同左 

   ③ 商品ファンド 

   取引成立日に計上しておりま

す。 

③ 商品ファンド 

同左 

   ④ 金融先物取引 

   委託者が取引を転売又は買戻し

及び受渡しにより決済したときに

計上しております。 

④ ────── 

   ⑤ 通貨証拠金取引 

   委託者が取引を転売又は買戻し

及び受渡しにより決済したときに

計上しております。 

⑤ 通貨証拠金取引 

同左 

 （2）売買損益 

  ① 商品先物取引損益 

   反対売買により取引を決済した

ときに計上しております。また、

未決済建玉については時価による

評価損益を計上しております。 

（2）売買損益 

  ① 商品先物取引損益 

同左 

   ② 金融先物取引損益 

   反対売買により取引を決済した

ときに計上しております。また、

未決済建玉については時価による

評価損益を計上しております。 

  ② ────── 

６. 重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

同左 
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項目 
第45期 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の処理方法 

 (1)税抜方法によっております。 

   なお、仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ「未払金」に含

めて表示しております。 

 (2)    ────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3)    ────── 

 

消費税等の処理方法 

(1)           同左 

 

 

 

(2)自己株式及び法定準備金取崩等に関

する会計基準 

  当事業年度から「企業会計基準第１

号 自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準」（平成14年2月

21日 企業会計基準委員会）を適用し

ております。 

この変更に伴う損益に与える影響

は、ありません。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

資本の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

(3)１株当たり当期純利益に関する会計

基準等 

  当事業年度から「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成14年9月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成14年9月

25日 企業会計基準適用指針第４号）

を適用しております。 

  なお、同会計基準及び適用指針の適

用に伴う影響については、（１株当た

り情報）注記事項に記載のとおりであ

ります。 
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表示方法の変更 

第45期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

──────  （貸借対照表） 

   前事業年度まで区分掲記しておりました未収入金

（当期末残高は 233,354 千円）は、金額が僅少となっ
たため、流動資産の「その他」に含めて表示すること

に変更しました。 
 

 

   追加情報 

第45期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（自己株式） 

 前事業年度末において資産の部に計上しておりました

「自己株式」（前事業年度末639千円）は、財務諸表等規

則の改正により当事業年度末においては資本の部の末尾

に表示しております。 

────── 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第45期 
（平成14年３月31日現在） 

第46期 
（平成15年３月31日現在） 

※１．担保資産 

  （1）担保に供している資産 

※１．担保資産 

  （1）担保に供している資産 
 

現金及び預金 3,750,000千円

土地 428,842 

投資有価証券 54,670 

合計 4,233,512 
  

 
現金及び預金 3,750,000千円

土地 428,842 

合計 4,178,842 
  

  （2）上記に対応する債務   （2）上記に対応する債務 
 

短期借入金 655,264千円
  

 
短期借入金 1,440,253千円

  
銀行から受けている保証額 銀行から受けている保証額 

 
① 商品取引所法第97条の２第３項の規定に

基づく銀行等による保証に対する求償債務 

500,000千円

② 商品取引所法施行規則第43条第１項第４

号に基づく、銀行による契約弁済保証額 

1,000,000千円
  

 
① 商品取引所法第97条の２第３項の規定に

基づく銀行等による保証に対する求償債務 

500,000千円

② 商品取引所法施行規則第43条第１項第４

号に基づく、銀行による契約弁済保証額 

1,000,000千円
  

 また、このほかに取引証拠金等の代用として、次

の資産を商品取引所へ預託しております。 

 また、このほかに取引証拠金等の代用として、次

の資産を商品取引所へ預託しております。 
 

有価証券 731,872千円

保管有価証券 1,839,131 

投資有価証券 2,262,228 

(うち、長期受託業務保証金の

代用) 
(192,960) 

合計 4,833,232 
  

 
有価証券 599,779千円

保管有価証券 997,398 

投資有価証券 2,386,941 

(うち、長期受託業務保証金の

代用) 
(182,291) 

合計 3,984,118 
  

※２．商品取引所法第136条の15の規定に基づいて分離保

管されている資産の内訳は次のとおりであります。 

※２．商品取引所法第136条の15の規定に基づいて分離保

管されている資産の内訳は次のとおりであります。 
 

現金及び預金 7,500,000千円

保管有価証券 95,196 

金銭の信託 1,400,000 

合計 8,995,196 
  

 
現金及び預金 8,300,000千円

保管有価証券 100,970 

金銭の信託 2,000,000 

合計 10,400,970 
  

 また、分離保管に代えて、銀行等の保証を受けて

いる金額は1,000,000千円であります。 

 なお、同法施行規則第41条第１項により、当社が

当期末現在銀行等へ預託しなければならない金額は

7,457,906千円であります。 

 また、分離保管に代えて、銀行等の保証を受けて

いる金額は1,000,000千円であります。 

 なお、同法施行規則第41条第１項により、当社が

当期末現在銀行等へ預託しなければならない金額は 

7,441,196千円であります。 

※３．商品先物取引事故による損失に備えるため、商品

取引所法第136条の22の規定に基づき、日本商品先

物取引協会に預託しているものであります。 

※３．         同左 
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第45期 
（平成14年３月31日現在） 

第46期 
（平成15年３月31日現在） 

※４．委託者の未決済玉を決済したと仮定して計算した

委託者の売買損相当額を、委託者に代わって取引所

に立替払いした金額であります。この金額は、すべ

ての委託者の各商品取引所の商品ごとに差損益金を

算定したうえで、各商品取引所ごとに合計して算出

したものであります。 

※４．         同左 

※５．会社が発行する株式の総数 47,715,000 株 ※５．会社が発行する株式

の総数 

普通株式 50,000,000 株 

発行済株式総数 12,920,340株 発行済株式総数 普通株式 12,920,340 株 

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに相

当する株式数を減ずることとなっております。 

 

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに相

当する株式数を減ずることとなっております。 

※６．     ────── ※６．自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は普通株式180,210

株であります。 

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 
 

当座貸越限度額 2,610,000千円

借入実行残高 585,264 

差引額 2,024,735 
  

 
当座貸越限度額 2,610,000千円

借入実行残高 1,440,253 

差引額 1,169,746 
  

８．配当制限 

 商法第290条第１項第６号の規定により増加した

純資産額はありません。 

８．配当制限 

同左 

※９．有形固定資産の減価償却累計額 

2,235,092千円 

※９．有形固定資産の減価償却累計額 

2,425,757千円 
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（損益計算書関係） 

第45期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１．受取手数料の内訳  ※１．受取手数料の内訳  
 

商品先物取引 11,518,932千円

オプション取引 626 

商品ファンド 665 

通貨証拠金取引 392,439 

合計 11,912,664 
  

 
商品先物取引 13,088,027千円

オプション取引 1,381 

通貨証拠金取引 267,833 

合計 13,357,242 
  

※２．売買損益の内訳  ※２．売買損益の内訳  
 

商品先物取引損益 858,276千円

商品売買損益 3,777 

合計 862,054 
  

 
商品先物取引損益 2,127,654千円

商品売買損益 5,167 

その他売買損益 △103,118 

合計 2,029,703 
  

※３．取引所等関係費の内訳  ※３．取引所等関係費の内訳  
 

取引所会費 279,875千円

その他取引所等関係費 68,322 

合計 348,197 
  

 
取引所会費 327,354千円

その他取引所等関係費 72,268 

合計 399,623 
  

※４．人件費の内訳  ※４．人件費の内訳  
 

役員報酬 390,565千円

従業員給料 4,640,317 

外務員報酬 5,243 

賞与引当金繰入額 216,000 

役員退職引当金繰入額 89,398 

退職給付費用 221,800 

福利厚生費 506,816 

合計 6,070,142 
  

 
役員報酬 391,800千円

従業員給料 4,697,083 

外務員報酬 3,387 

賞与引当金繰入額 229,000 

役員退職引当金繰入額 67,132 

退職給付費用 246,950 

福利厚生費 611,070 

合計 6,246,424 
  

※５．固定資産売却損の内訳 ※５．固定資産売却損の内訳 
 

建物 795,422千円

車両 5,123 

土地 436,287 

不動産流動化に係る手数料等 106,440 

合計 1,343,273 
  

 
車両及びその他 1,087千円

  

※６．固定資産除却損の内訳 ※６．固定資産除却損の内訳 
 

建物 21,543千円

車両 135 

器具及び備品 4,191 

合計 25,870 
  

 
建物 42,500千円

車両 2,402 

器具及び備品 39,472 

ソフトウェア 50,523 

原状回復費用 61,241 

合計 196,140 
  

※７．特別損失「その他」の内訳は次のとおりでありま

す。 

※７．特別損失「その他」の内訳は次のとおりでありま

す。 
 

ゴルフ会員権評価損 5,135千円

（うち貸倒引当金繰入額） (3,435) 

東京金融先物取引所脱退に伴

う加入金の償却損 
22,900 

合計 28,035 
  

 
ゴルフ会員権評価損 54,262千円

（うち貸倒引当金繰入額） (40,350) 

合計 54,262 
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（リース取引関係） 

第45期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額（転貸リースを除く） 
 
 取得価

額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円） 

ソフトウェ

ア 
179,136 17,416 161,720 

合計 179,136 17,416 161,720 
  

 
 取得価

額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円） 

ソフトウェ

ア 
240,631 56,612 184,018 

合計 240,631 56,612 184,018 
  

  （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

同左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額  (2) 未経過リース料期末残高相当額 
 

１年以内 29,856千円 

１年超 131,864千円 

合計 161,720千円 
  

 
１年以内 77,734千円 

１年超 300,674千円 

合計 378,409千円 
  

  （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左 

 

 上記金額には、転貸リース取引に係る未経過

リース料期末相当額が含まれております。金額

は下記のとおりです。 

１年以内             37,629千円 

１年超        156,760千円 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額  (3) 支払リース料及び減価償却費相当額(転貸リース

を除く） 
 

支払リース料 17,416千円 

減価償却費相当額 17,416千円 
  

 
支払リース料 39,196千円 

減価償却費相当額 39,196千円 
  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  

２．オペレーティング・リース取引（借主側） ２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

  未経過リース料期末残高相当額   未経過リース料期末残高相当額 
 

１年以内 216,000千円 

１年超 1,800,000千円 

合計 2,016,000千円 
  

 
１年以内 216,000千円 

１年超 1,584,000千円 

合計 1,800,000千円 
  

  

 
（有価証券関係） 
 前事業年度（自平成 13年４月１日 至平成 14年３月 31日）及び当事業年度（自平成 14年４月１日 至平
成 15年３月 31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

第45期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
 
（繰延税金資産） 

貸倒引当金損金算入限度超過額 22,846千円

賞与引当金損金算入限度超過額 60,385

未払事業税否認 34,481

その他 6,168

繰延税金資産（流動資産）小計 123,882

貸倒引当金損金算入限度超過額 191,254

退職給付引当金否認 150,439

役員退職引当金否認 248,367

商品取引責任準備金否認 118,383

ゴルフ会員権評価損否認 23,229

投資有価証券評価損否認 84,712

子会社株式評価損否認 216,417

その他 46,166

繰延税金資産（固定資産）小計 1,078,971

評価性引当額 △142,953

繰延税金資産合計 1,059,899

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △74,806

繰延税金資産の純額 985,092
  

 
（繰延税金資産） 

貸倒引当金損金算入限度超過額 79,103千円

賞与引当金損金算入限度超過額 80,691  

未払事業税否認 116,478

その他 8,882

繰延税金資産（流動資産）小計 285,155

貸倒引当金損金算入限度超過額 190,508

退職給付引当金否認 160,122 

役員退職引当金否認 248,311 

商品取引責任準備金否認 118,449

投資有価証券評価損否認 91,532

子会社株式評価損否認 208,954

その他 85,090  

繰延税金資産（固定資産）小計 1,102,970

評価性引当額 △138,024

繰延税金資産合計 1,250,101 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △86,407

繰延税金資産の純額 1,163,694
  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため、注記を省略しております。 

 
法定実効税率 42.1％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入され
ない項目 2.0

 

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 △0.3

 

住民税均等割等 0.4

同族会社の留保金課税 1.7 

税率変更による繰延税金資産の

減額修正 
1.0
 

その他 0.7

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

47.6

  
３.        ────── ３. 地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、

当期の繰延税金資産及び繰延税金負債のうち一年以

内に解消が見込めないものに対して、計算に使用す

る法定実効税率を、前期の42.1％から40.6％に変更

しております。この変更により繰延税金資産は

34,462千円減少し、当期に計上された法人税等調整

額の金額は同額減少しております。 
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（１株当たり情報） 

第45期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,124.50 円   １株当たり純資産額 1,228.28 円   

１株当たり当期純利益 64.69 円   １株当たり当期純利益金額 120.68 円   

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株引受権付社債及び転換社債を発行していな

いため記載しておりません。 

同左 

 

 

  当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

  なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に適用し

て算定した場合の１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

 １株当たり純資産額        1,116.77円 

 １株当たり当期純利益金額       56.95円 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 
 第45期 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第46期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

1 株当たり当期純利益金額（円）  120.68     

 当期純利益（百万円） － 1,748     

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － 200     

  （うち利益処分による役員賞与金）  （200）       

 普通株式に係る当期純利益（百万円） － 1,548     

 期中平均株式数（千株） － 12,831     

 
 
（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

該当事項ありません。 同左 
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２．役員の異動      
 
（1）新任取締役候補（平成 15年 6月 27日付） 

 

新  役  職  名 氏    名 現  役  職  名 

取締役 河 島   毅 ─ 

（注）取締役新任予定である河島毅は、現在当社連結子会社であるアクセス証券株式会社代表取締役社長を務めて

おります。 
 
（2）重任監査役候補（平成 15年 6月 27日付） 

 

新  役  職  名 氏    名 現  役  職  名 

常勤監査役 田 中  義 人 常勤監査役 

 
 


